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調調査査研研究究レレポポーートト（（ 年年 月月））

宮宮城城県県内内市市町町村村ににおおけけるる合合計計特特殊殊出出生生率率のの地地域域差差とと

経経済済社社会会指指標標のの関関連連性性

大川口 信一

７７Ｒ＆Ｃ研究顧問

キーワード： 、地域差、婚姻力要因、出生力要因、経済社会的要因、重回帰分析

合計特殊出生率 には地域差があることが指摘されているが、市町村間の地

域差を考察した先行研究は少ない。本稿では、計量分析を用いて、宮城県内市町村

における の地域差と経済社会指標の関連性について考察した。また、併せて都

道府県間 宮城県 、大都市間 仙台市 の の地域差についても考察した。

地域差は を婚姻力要因と出生力要因に分解した上で、それぞれを従属変数

とし経済社会指標との関連を重回帰分析により推定した。

分析の結果、宮城県内市町村の婚姻力は、女性及び男性の大卒者比率、女性就

業率、女性及び男性の失業率が負の関係を認め、人口性比、女性転入超過率、課

税対象所得が正の関係がみられた。人口性比、女性及び男性の大卒者比率と失業

率は都道府県、大都市と同じ結果であり、女性就業率、女性転入超過率、課税対

象所得は県内市町村でのみ抽出された。一方、出生力は、第 次産業就業者比率、

課税対象所得が正の関係が認められた。これらは県内市町村でのみ抽出された。

これらを考察した結果、県内市町村の婚姻力については、人口性比、女性転

入超過率、課税対象所得が高いほど、婚姻力は高く、女性及び男性の大卒者比

率、失業率が高いほど、婚姻力は低いことが示唆された。また、出生力は、第

次産業就業者比率、課税対象所得が高いほど、出生力は高いことが示唆された。

県内市町村において の改善策を考える際は、各地域の婚姻力、出生力に関

連する経済社会指標の影響度を分析し、それぞれの地域差の要因を踏まえた政策

を個々に考察することが基本となる。概していえば、婚姻力の引き上げでは、女

性の転出抑制策や雇用の安定化と所得の向上策、出生力では、所得の向上策や第

次産業が有するインフォーマルな子育て支援力を活かすことが求められる。

宮城県、仙台市では婚姻力、出生力を引き上げる経済社会的要因が乏しく、

特に下押しの影響が強い要因の改善に取り組むことが求められる。具体的には、

婚姻力では失業率の改善や男性非正規雇用者数比率の引き下げといった雇用の安

定化策、出生力では需要を踏まえた保育所利用率の引き上げにより子育て基盤の

拡充を図ることが有効と考えられる。

要 約
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はじめに

本稿の目的は、計量分析を用いて、宮城県内

市町村における合計特殊出生率 ；

の地域差と経済社会指標の関連性

について考察することである。 は 歳から

歳までの女性の年齢別出生率を合計したものであ

り、 人の女性がその年齢別出生率で一生の間に

生むとしたときの子どもの数に相当する。

少子化問題は高齢化や人口減少問題と相俟っ

てわが国及び各地域の最重要課題の一つとなっ

ている。日本の出生数は 年代前半の第 次ベ

ビーブーム以降減少傾向を辿っている。 年

には 万人を下回り 年には 万人と 万人

を割り込むまで減少している。 も低下傾向で

推移し、 年には まで低下した。その後

幾分回復傾向で推移したものの、 年以降は

再び低下に転じ 年には となっている。

こうした中、 には地域差があることが指摘

されており、主に都道府県間における地域差の

要因に関する研究が数多く行われている。一方、

の地域差は都道府県間のみならず、同じ都道

府県内の市町村間にも存在し、格差自体はむし

ろ都道府県間のものよりも大きい。英他

が指摘するように、現在、少子化に係る行政サ

ービスは市町村が中心となって担っており、地

域により抱える課題や政策対応の優先順位は異

なることから、市町村により取組状況に差が生

じている。従って、 の地域差の要因を考察す

るためには、市町村単位での分析が必要となる

が、市町村間の の地域差を考察した先行研究

は少ない。

現在のところ宮城県内の市町村における の

地域差の要因について考察した先行研究は管見

の限り見当たらない。そこで本稿では宮城県に

おける の市町村間格差の要因について考察す

る。本稿の構成は以下のとおりである。 節では、

市町村における の地域差に関する先行研究を

サーベイし、本稿の分析視点を示す。 節では、

宮城県、仙台市及び県内市町村の を概観する。

節では、分析方法と使用データを提示する。

節では、分析結果を示し、 節では、それについ

て考察する。むすびは、本稿のまとめと今後の

課題である。

１．先行研究と本稿の分析視点

市町村を対象とした の地域差に関する先行

研究としては加藤 がある。ここでは人口

密度を に影響を及ぼす経済社会要因の代理変

数として捉え、全国の市区町村を対象としてそ

れらの関係について重回帰分析を用いて分析し

ている。そして人口密度が高い市区町村ほど

が低いことを指摘している。また、女性の就業

割合が高い市区町村や純転入率が高い市区町村

ほど が高い傾向があるとしている。

薄井 は、都市雇用圏を用いて全国の市

区町村を中心都市・郊外・都市雇用圏外に区分

し、その区分別に との関連性を分析している。

そして中心都市、郊外、都市雇用圏外の順に、

の高い自治体の割合が増していく傾向がある

ことを指摘している。また、 の規定要因につ

いて単相関分析を行った結果、高齢人口割合の

高さ、 世帯当たり人員の多さ、通勤時間や通勤

距離の短さなどが と正の強い相関関係がみら

れたとしている。

英他 は、三重県の市町における の地

域差に関連する社会的要因について重回帰分析

を用いて分析している。その結果、 と第 次

産業就業者比率と完全失業率が正の関連が認め

られた一方、女性未婚率、保健師数、保健衛生

費は負の関連がみられたとしている。そして三

重県では人口規模や財政力が小さく、農林漁業

の産業構成割合が高い市町ほど が高い傾向に

ある可能性や、晩婚化や晩産化の進行、女性の

社会参加や高学歴化といった社会的背景が の

低下に影響している可能性が示唆されたとして

いる。

静岡県 では、県内市町村の の

地域差について、 を結婚要因と出生力要因に
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分解して分析している。また、市町村の の経

済社会指標を主成分分析により つの地域力に縮

約し、 の結婚要因と出生力要因とそれらの地

域力との関連性について重回帰分析により分析

している。岡山県 、広島県 におい

ても静岡県と類似した方法により県内市町村の

の地域差の要因について分析している。

厚海 は、北海道内市町村の の地域差

について、 を結婚要因と出生力要因に分解し

て分析している。そして結婚要因の寄与度では、

上位 町村は殆どの年齢階級でプラス寄与とな

っている一方、下位 町村では 歳の年齢階

級でマイナス寄与が大きいことを示している。

出生力要因では、上位 町村は 歳の年齢階

級でプラス寄与が大きい一方、下位 市町村は

殆どの年齢階級でマイナス寄与となっていると

している。

田辺・鈴木 が指摘しているように、日

本の の低下の直接的要因としては、晩婚化・

非婚化と晩産化・少産化があるといわれている。

また、背景的要因としては、女性の高学歴化と

就業率の上昇、女性の就業環境の不備、低収入

と核家族化による養育費の負担増、保育施設等

の育児環境の不備など様々な要因が挙げられて

おり、これらの経済社会環境が相互に関連し複

雑な因果関係を形成している。 の地域差につ

いてはこれらの要因が影響していると考えられ

るが、本稿では宮城県内市町村の の地域差に

ついて、先行研究の知見も踏まえ、次のように

考察する。

静岡県 などで用いられているよう

に、 は結婚 本稿では婚姻力と表記 要因と出

生力要因に分解できる。つまり、日本では婚外

子が極めて少ない 年で ％ ことから、女

性の年齢階級別出生率は女性の有配偶率 年齢階

級別有配偶女性人口／年齢階級別女性人口 と有

配偶出生率 女性 母 の年齢階級別出生数／年齢

有配偶率 𝑋𝑋 と有配偶出生率 𝑌𝑌 の積である出生率 𝑍𝑍 の変化 地域差 は、∆𝑍𝑍＝∆𝑋𝑋・𝑌𝑌＋𝑋𝑋・∆𝑌𝑌＋∆𝑋𝑋・∆𝑌𝑌という つの

要素の和として表すことができる。そして第 項を第 項と第 項に半分ずつ配分すると、出生率の地域差に対して、有配

偶率地域差の寄与は∆𝑋𝑋・𝑌𝑌＋(∆𝑋𝑋・∆𝑌𝑌)・1/2、有配偶出生率地域差の寄与は𝑋𝑋・∆𝑌𝑌＋(∆𝑋𝑋・∆𝑌𝑌)・1/2となる。

階級別有配偶女性人口 の積で表すことができる。

そこで年齢階級別出生率の地域差を有配偶率地

域差と有配偶出生率地域差の寄与に分解する 。

有配偶率地域差の寄与度は婚姻力要因、有配偶

出生率地域差の寄与度は出生力要因と捉えられ、

これらは を規定する直接的要因と考えられる。

そこでまず県内市町村の を婚姻力要因と出生

力要因 以下、特に必要な場合を除き婚姻力、出

生力と表記する に分解し、それぞれの に対

する寄与度について考察する。そしてこれら つ

の要因のそれぞれを対象として、 の背景的要

因となる市町村の経済社会的要因との関連につ

いて重回帰分析を用いて分析する。ここで の

要因分解に必要となる有配偶女性人口は国勢調

査でのみ得られるため、分析対象とする の基

準年は直近の国勢調査年である 年とする。

なお、これと併せて、都道府県間、政令指定都

市に東京都の特別区部 東京都区部 を加えた

大都市 以下、大都市 間における の地域差に

ついても、同様の方法により分析する。そして、

都道府県、大都市と宮城県内市町村における

に関連する経済社会的要因の相違を明らかにす

るとともに、宮城県と仙台市の の特性を捕捉

する。分析は、都道府県 宮城県 、大都市 仙台

市 、宮城県内市町村の順に行う。

２．宮城県、仙台市、県内市町村の の概況

本節では、宮城県、仙台市及び県内市町村の

を概観する。なお、ここで 年 は、

都道府県比較における宮城県、大都市比較にお

ける仙台市については、当該年の 歳階級別の出

生数 厚生労働省「人口動態調査」 及び女性人

口 総務省「国勢調査」 で算出している。県内

市町村比較における宮城県及び市町村について

は、 年から 年までの 年間平均の 歳階

級別の出生数及び女性人口 年 で算出して
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いる。県内市町村比較で平均の出生数を用いる

のは、人口規模が小さい市町村における出生数

の振れを均し平準化を図るためである。なお、

小地域の観測データの不安定性を緩和する方法

としてベイズ推定が用いられる場合があるが、

観測データの振れが偶然変動によるものなのか

否かを判断することは難しく、むしろ厚海

が指摘するように、ベイズ推定により実

態把握を困難にする可能性がある。そこで本稿

では県内市町村の の算出においてベイズ推定

は行わないこととした。

（１）宮城県

年以降の宮城県の出生数の推移 図 をみ

ると、 年代後半の一時期を除くと減少傾向

で推移し、 年に 万人、 年に 万 千人を

割り込み、 年には 人となっている。

減少ペースを全国と比べると、 年代前半ま

では全国と概ね同じペースで減少したが、

年以降は全国を上回るペースで減少している。

そこで 年以降の宮城県の出生数の動向に

ついて構造分析を行う 表 。出生数は、「

歳女性人口」 女性人口 、「 」及び

「 歳女性人口における年齢構成の違い」

年齢構成要因 という 要素の積で表すことがで

きる。ここで年齢構成要因とは、女性人口と

の積が「 歳のどの年齢の女性の人数

も同じとした場合に当該 で見込まれる出生数」

となることから、「実際の年齢構成がどの年齢

の女性の人数も同じという年齢構成とどのくら

い違うかを示すもの」である 厚生労働省『人口

動態調査』「合計特殊出生率について」 。そし

て出生率の高い年齢層に女性の人数が相対的に

多い場合には、年齢構成要因は概ね より大きく

なる。

宮城県

全 国

全
国
出
生
数

千
人

宮
城
県
出
生
数

千
人

図 出生数の推移

資料：総務省「人口動態調査」

出生数
女性人口 年齢構成

要因
出生数

女性人口 年齢構成

要因

－ － － －

－ － － －

資料：厚生労働省「人口動態調査」、総務省「人口推計」

宮城県

全　国

実　数 増減率(寄与度)

(人、千人、％)表  出生数の構造分析
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ここで宮城県の出生数の減少率に対する各構

成要素の寄与度を全国と比べてみると、女性人

口の減少寄与は全国を下回っており、年齢構成

要因は全国を上回る減少寄与がみられる時期も

あるが、下回る時期もある。一方、 の減少寄

与は一貫して全国を上回っており、寄与度も比

較的大きい傾向にある。このように全国を上回

る宮城県の出生数の減少ペースには主に の低

下が影響しているといえる。

年以降の宮城県の の推移 図 をみる

と、 年に であった はその後低下傾向を

辿り、 年には まで低下した。その後

年 にかけて回復傾向で推移したが、

年以降は再び低下に転じ、 には と

なっている。全国の動きと比べると、宮城県の

は 年代までは全国を概ね上回る水準で推移

したが、 年以降は一貫して全国を下回る水

準で推移し、 年以降は全国との乖離幅が拡

大している。宮城県の の都道府県順位をみる

と、 年代半ばから 年までは 位台後半で

推移したが、 年以降は 年を除いて 位

台に低下し、 年以降は 位に低落している。

次に、 年の宮城県の について、都道府

県比較を通して概観する 表 。都道府県別の

をみると、沖縄県が と最も高く、次いで

宮崎県 、鹿児島県 、長崎県 、

熊本県 などとなっている。一方、 が低

い順にみると、東京都が と最も低く、次い

で宮城県 、北海道 、秋田県 、

地域差

婚姻力要因 出生力要因

全　国

沖縄県

宮崎県

鹿児島県

長崎県

熊本県

島根県

佐賀県

福井県

大分県

鳥取県

滋賀県

山梨県

山口県

広島県

岡山県

徳島県

香川県

石川県

長野県

愛知県

和歌山県

富山県

高知県

三重県

岐阜県

福岡県

愛媛県

兵庫県

福島県

静岡県

群馬県

山形県

茨城県

新潟県

青森県

栃木県

岩手県

大阪府

奈良県

千葉県

埼玉県

神奈川県

京都府

秋田県

北海道

宮城県

東京都

表2. 都道府県のTFRと地域差の要因分解(全国比：2020年)

全国

宮城県

宮城県順位

都
道
府
県
別
順
位

宮
城
県
・
全
国

図 の推移

資料：厚生労働省「人口動態調査」
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京都府 などとなっており、最高の沖縄県

と最低の東京都では もの地域差がある。ま

た、 の地理的な特徴を地理情報分析支援シス

テム を用いて観察すると、九州・沖縄

地方や山陰地方など西日本で高い一方、東京都

と大阪府を中心とした大都市圏や東北地方及び

北海道といった北日本で低く、総じて西高東低

の傾向にあることが観察される 図 。

以下では、全国値 を基準とした の地

域差を婚姻力要因と出生力要因に分解してみる。

まず婚姻力と出生力の地理的分布をみると 図

、婚姻力は東北地方の一部、中部地方、山

陰・瀬戸内地方、九州・沖縄地方で高く、東京

都及び大阪府を中心とした大都市圏のほか北海

道、宮城県、高知県、福岡県で低いことが観察

される。一方、出生力は九州・沖縄地方、山陰

地方、南四国や福井県で高く、北海道、東北地

方、北関東や静岡県で低い傾向がみられる。

次に全国の との地域差に着目すると、

が全国を上回るのは沖縄県から新潟県までの

県、下回るのは青森県から東京都までの 都道

府県となっている。これらは の地域差に対す

る婚姻力と出生力の寄与の正負と大きさからそ

れぞれ つの群に分類される。全国を上回る地域

の つ目は、婚姻力、出生力とも正の地域であり、

沖縄県、宮崎県、鹿児島県など 県が属する。

つ目は、婚姻力は負だが、出生力が正で婚姻力

の寄与を上回る地域であり、福岡県と高知県か

らなる。 つ目は、出生力は負だが、婚姻力が正

で出生力の寄与を上回る地域であり、山口県、

広島県、香川県など 県が含まれる。全国を下

回る地域の つ目は、婚姻力、出生力とも負の地

域であり、宮城県、神奈川県、埼玉県、千葉県

の 県からなる。 つ目は、出生力が正だが、婚

姻力が負で出生力の寄与を上回る地域であり、

東京都、京都府、奈良県、大阪府の 都府県から

なる。 つ目は、婚姻力は正だが、出生力が負で

婚姻力の寄与を上回る地域であり、北海道、秋

田県、岩手県、栃木県、青森県の 道県が属する。

図 都道府県 の分布

図 都道府県 の地域差の婚姻力要因の分布

図 都道府県 の地域差の出生力要因の分布
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宮城県の状況をみると、 は東京都に次いで

全国で 番目に低い。全国との要因別の地域差で

は、婚姻力の寄与は全国で 番目、出生力は 番

目に低く、首都圏の 県 神奈川県、埼玉県、千

葉県 とともに婚姻力、出生力が負の群に属する。

一方、付表 から宮城県の婚姻力と出生力の地

域差について、女性の 歳階級別にみると、婚姻

力では 歳、 歳及び 歳での負の寄

与が大きく、出生力では 歳から 歳ま

での 階級全てが負に寄与しており、特に

歳及び 歳での負の寄与が大きい。なお、出

生力が 階級全てで負に寄与しているのは宮城県

を除くと、北海道、埼玉県、千葉県の 道県のみ

となっている。

ここで宮城県の年齢階級別の出生率、婚姻力、

出生力の特性を計量的に捕捉するため、付表 の

データを使ってクラスター分析を行う。クラス

ター分析は、複数の個体がある場合、それぞれ

の持つ特徴に基づいていくつかのかたまり クラ

スター に分類するための多変量解析手法である。

これにより各地域は計量化された類似度に基づ

きクラスター分け 類型化 される。また、各ク

ラスター間の階層的な繋がりも捕捉される。な

お、クラスター分析にはいくつかのクラスタリ

ング手法があるが、ここではクラスター内での

分散が最小になるように順次結合を決定するウ

ォード法を用いる。

結果をみると、出生率 付図 は要素間距離

で つのクラスターが形成され、宮城県は北海道、

青森県、福島県、岩手県、秋田県からなる群に

属する。この群は 歳から 歳までの 階

級の出生率が全国を下回り、地理的に北日本に

位置するという特性がある。中でも宮城県と北

海道は 歳の出生率も全国を下回っており、

年齢階級別出生率の構造が最も類似している。

婚姻力の寄与 付図 は要素間距離 で つのクラ

スターが形成され、宮城県は奈良県、埼玉県、

千葉県、兵庫県、神奈川県からなる群に属する。

この群は 歳の婚姻力の寄与が負で、宮城県

を除くと東京都と大阪府を中心とした大都市圏

に属する地域という特性がある。このうち宮城

県と奈良県は 歳から 歳までの 階級の

婚姻力の寄与が負で婚姻力の年齢階級別構造が

類似している。出生力の寄与 付図 は要素間距

離 で つのクラスターが形成され、宮城県は栃

木県、北海道、岩手県、埼玉県、千葉県、愛知

県からなる群に属する。この群は 歳から

歳までの 階級の出生力の寄与が負という

特性がある。宮城県と栃木県は 歳から

歳までの 階級の出生力の寄与が負であり、特

に 歳の負の寄与が大きく、出生力の年齢階

級別構造が類似している。

このように宮城県の出生率の年齢階級別構造

は、北海道や東北地方の各県と類似している。

一方、その構成要素である婚姻力は東京都と大

阪府を中心とした大都市圏に属する地域に類似

しており、出生力については明確な地域的共通

性はみられないが、同じクラスターには北日本

や関東地方に属する地域がみられる。因みに、

婚姻力と出生力の双方で宮城県と同じクラスタ

ーに属するのは、埼玉県と千葉県のみであり、

全体としてみると、宮城県の婚姻力と出生力の

年齢階級別構造はこれら 県と類似したものにな

っているといえる。

（２）仙台市

年の仙台市の について、大都市比較を

通して概観する 表 。大都市別の をみると、

熊本市が と最も高く、次いで北九州市

、浜松市 、堺市 などとなっ

ている。一方、 が低い方からみると、札幌市

が と最も低く、次いで東京都区部 、

京都市 、仙台市 などとなっている。

が最高の熊本市と最低の札幌市とでは の

差があり、都道府県間ほどではないものの大都

市間でもかなりの地域差が存在する。大都市合

計の との地域差に着目すると、まず大

都市合計の を上回るのは熊本市から相模原市

までの 市、下回るのは福岡市から札幌市まで
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の 市となっている。これらは の地域差に対

する婚姻力と出生力の寄与の正負と大きさから、

それぞれ つの群に分類される。大都市合計を上

回る地域の つ目は、婚姻力、出生力とも正の地

域であり、熊本市、北九州市など 市が属する。

つ目は、出生力は負だが、婚姻力が正で出生力

の寄与を上回る地域であり、浜松市、広島市な

ど 市が含まれる。大都市合計を下回る地域の

つ目は、出生力は正だが、婚姻力が負で出生力

の寄与を上回る地域であり、福岡市、大阪市、

京都市、東京都区部が属する。 つ目は、婚姻力

は正だが、出生力が負で婚姻力の寄与を上回る

地域であり、仙台市と札幌市からなる。

仙台市の状況をみると、 は京都市に次いで

大都市中 番目に低い。大都市合計の との要

因別の地域差では、婚姻力は 番目、出生力は

番目に低く、札幌市とともに婚姻力は正だが、

出生力が負で婚姻力の寄与を上回る地域に属す

る。

一方、付表 から仙台市の婚姻力と出生力の地

域差について、女性の 歳階級別にみると、婚姻

力では 歳が負だが、 歳、 歳が正

に寄与している。出生力では 歳を除く全て

の階級で負となっており、特に 歳及び

歳の負の寄与が大きい。また、クラスター分

析から、仙台市の年齢階級別の出生率、婚姻力、

出生力の特性を捕捉すると次のようになる。出

生率 付図 は、要素間距離 で つのクラスター

が形成され、仙台市は相模原市、千葉市、静岡

市、新潟市、札幌市からなる群に属する。この

群は 歳から 歳の 階級の出生率が大都

市合計を下回るという特性がある。このうち仙

台市の出生率の年齢階級別構造は相模原市と類

似している。婚姻力の寄与 付図 は要素間距離

で つのクラスターが形成され、仙台市は神戸

市、相模原市、千葉市、新潟市、静岡市、名古

屋市からなる群に属する。この群は 歳から

歳までの 階級の婚姻力の寄与が正で、相

対的に 歳の正の寄与が大きいという特性が

ある。ここで仙台市は神戸市とともに 歳の

婚姻力の寄与が負であり、婚姻力の年齢階級別

構造が類似している。出生力の寄与 付図 は要

素間距離 で つのクラスターが形成され、仙台

市は千葉市、静岡市、相模原市、札幌市からな

る群に属する。この群は 歳及び 歳か

ら 歳までの 階級の出生力の寄与が負とい

う特性がある。仙台市の出生力の寄与はこれら

に加え、 歳が負で、 歳が正であり、

千葉市及び静岡市の年齢階級別構造と類似して

いる。

このように仙台市の出生率、婚姻力、出生力

の年齢階級別構造をみると、 つのデンドログラ

ムにおいて相模原市、千葉市、静岡市と同じ群

に属しており、全体としてこれら 市の年齢階級

別構造と類似したものとなっている。

地域差

婚姻力要因 出生力要因

大都市合計

熊本市

北九州市

浜松市

堺市

広島市

岡山市

名古屋市

静岡市

さいたま市

新潟市

神戸市

川崎市

横浜市

千葉市

相模原市

福岡市

大阪市

仙台市

京都市

東京都区部

札幌市

(大都市合計比：2020年)

表3. 大都市のTFRと地域差の要因分解
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（３）宮城県内市町村

年の宮城県内市町村の について概観す

る 表 。市町村別の をみると、女川町が

と最も高く、次いで南三陸町 、大衡

村 、色麻町 などとなっている。一

方、低い順にみると、丸森町が と最も低く、

次いで村田町 、松島町 、白石市

などとなっており、特に丸森町と村田町

の は を下回る水準となっている。また、

が最高の女川町と最低の丸森町では もの差

があり、都道府県間や大都市間の地域差を上回

る格差が存在していることが示されている。

一方、 の地理的分布については、仙台市に

隣接する地域や内陸北部、女川町、南三陸町で

高い傾向がみられる一方、仙台市や県北、県南

の一部で低い傾向が観察される 図 。また、婚

姻力と出生力の要因別にみると 図 、婚姻力

は仙台市の隣接地域や県北で高く、仙台市や県

南で低い傾向がみられる。出生力は仙台市とそ

の隣接地域や女川町、南三陸町などで高く、県

北、県南の一部で低いことが観察される。

表4. 宮城県内市町村のTFRと地域差の要因分解(2020年)

　 　 婚姻力要因 出生力要因 　 婚姻力要因 出生力要因

宮城県

全  国

女川町

南三陸町

大衡村

色麻町

多賀城市

名取市

大和町

登米市

蔵王町

岩沼市

利府町

七ヶ宿町

富谷市

東松島市

大崎市

栗原市

大河原町

石巻市

山元町

気仙沼市

亘理町

柴田町

角田市

加美町

川崎町

塩竈市

仙台市

七ヶ浜町

美里町

涌谷町

大郷町

白石市

松島町

村田町

丸森町

宮城県との地域差 全国との地域差
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宮城県の との地域差に着目すると、

まず宮城県の を上回るのは女川町から角田市

までの 市町村、下回るのは加美町から丸森町

までの 市町となっている。これらは の地域

差に対する婚姻力と出生力の寄与の正負と大き

さから、それぞれ つの群に分類される。宮城県

を上回る地域の つ目は、婚姻力と出生力がとも

に正の地域であり、女川町、南三陸町、登米市、

蔵王町、利府町、七ヶ宿町の 市町が属する。

つ目は、婚姻力は負だが、出生力が正で婚姻力

の寄与を上回る地域であり、山元町が該当する。

つ目は、出生力は負だが、婚姻力が正で出生力

の寄与を上回る地域であり、大衡村、色麻町、

多賀城市、名取市、大和町、岩沼市、富谷市、

東松島市、大崎市、栗原市、大河原町、石巻市、

気仙沼市、亘理町、柴田町、角田市の 市町村

が属し、これは県内市町村の約半数に及ぶ。一

方、宮城県を下回る地域の つ目は、婚姻力、出

生力がともに負の地域であり、涌谷町、白石市、

村田町の 市町からなる。 つ目は、出生力は正

だが、婚姻力が負で出生力の寄与を上回る地域

であり、丸森町、松島町、仙台市、川崎町の 市

町からなる。 つ目は、婚姻力は正だが、出生力

が負で婚姻力の寄与を上回る地域であり、加美

町、塩竈市、七ヶ浜町、美里町、大郷町の 市町

が属する。

また、付表 のデータを用いたクラスター分析

から、県内市町村における年齢階級別の出生率、

婚姻力、出生力の特性を捕捉すると次のように

なる。出生率 付図 は、要素間距離 で つのク

ラスターと つの単独クラスターが形成される。

①群は、 歳の出生率の寄与が正で、

歳の寄与が負の傾向があり、仙台市、山元町、

村田町、丸森町、松島町の 市町からなる。ここ

では特に村田町、丸森町、松島町の 町は

歳、 歳、 歳の 階級の負の寄与が大き

く、 が県内市町村で最下位水準にある。②群

は、 歳から 歳の 階級の出生率の寄与

が負で、他の 階級の寄与が正の傾向があり、石

巻市、栗原市、東松島市、角田市、七ヶ浜町、

図 宮城県内市町村 の分布

図 宮城県内市町村 の地域差の婚姻力要因の分布

図 宮城県内市町村 の地域差の出生力要因の分布
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涌谷町、川崎町の 市町からなる。③群は、

歳から 歳までの 階級の出生率の寄与が

正だが、他の 階級の寄与が負で特に 歳の

負の寄与が大きい傾向にある。ここには塩竈市、

加美町、白石市、亘理町、美里町の 市町が属す

る。④群は、 歳から 歳までの 階級の

出生率の寄与が負だが、 歳及び 歳の

正の寄与が大きく、 が宮城県を上回るという

特性がある。気仙沼市、大崎市、大河原町、多

賀城市、登米市、大和町、蔵王町、柴田町の 市

町が属する。⑤群は、 歳の出生率の寄与が

負だが、 歳から 歳の 階級の寄与が正

の傾向がある。名取市、利府町、岩沼市、富谷

市、南三陸町の 市町からなり、 はいずれも

宮城県を上回る。⑥群は、 歳及び 歳

の出生率の寄与が正で、その寄与が大きく が

宮城県を上回る地域であり、大衡村と色麻町か

らなる。単独クラスターについては、大郷町は

歳の出生率の正の寄与が大きいが、

歳及び 歳の負の寄与が大きい。七ヶ宿町は

歳及び 歳の出生率の正の寄与が大き

く、女川町は 歳から 歳までの 階級の

出生率の正の寄与が極めて大きい。

婚姻力 付図 は、要素間距離 で つのクラス

ターと つの単独クラスターが形成される。①群

は、 歳から 歳までの 階級の婚姻力の

寄与が負で、特に 歳及び 歳の負の寄

与が大きく、婚姻力が宮城県を下回る傾向があ

る。ここには仙台市、村田町、松島町、川崎町、

丸森町、涌谷町、白石市、蔵王町、山元町の 市

町が属する。②群は、 歳及び 歳の婚

姻力の寄与が正の傾向があり、石巻市、南三陸

町、登米市、栗原市、七ヶ浜町、大崎市、大河

原町、柴田町、加美町、多賀城市、東松島市、

岩沼市、七ヶ宿町の 市町が属する。③群は、

歳から 歳の 階級の婚姻力の寄与が負

だが、 歳から 歳の 階級の寄与が正の

傾向がある。塩竈市、気仙沼市、角田市、亘理

町、大郷町、色麻町の 市町からなる。④群は、

歳から 歳の 階級の婚姻力の寄与が正

の傾向があり、名取市、利府町、大和町、富谷

市、大衡村の 市町村からなる。単独クラスター

は女川町であり、 歳から 歳の 階級の

婚姻力の寄与は負だが、 歳から 歳の

階級の寄与が正で、特に 歳の寄与が大きい。

出生力 付図 は、要素間距離 で つのクラス

ターと つの単独クラスターが形成される。①群

は、 歳及び 歳から 歳の 階級の

出生力の寄与が負の傾向にある。ここには仙台

市、塩竈市、名取市、岩沼市、亘理町、気仙沼

市、柴田町、大衡村、加美町の 市町村が属する。

②群は、 歳及び 歳の出生力の寄与が

正だが、 歳及び 歳の負の寄与が大き

い傾向がある。石巻市、栗原市、東松島市、角

田市、涌谷町、村田町、丸森町の 市町からなる。

③群は、 歳及び 歳の出生力の正の寄

与が大きい特性があり、蔵王町と山元町からな

る。④群は、 歳の出生力の寄与が正だが、

歳から 歳の 階級の寄与が負の傾向に

ある。白石市、七ヶ浜町、大和町、美里町、富

谷市、多賀城市、松島町、利府町、登米市、大

崎市、大河原町、川崎町の 市町が属する。⑤

群は、 歳の出生力の寄与が正だが、他の

階級の寄与が負という特性があり、大郷町と色

麻町からなる。単独クラスターについては、南

三陸町は 歳から 歳の 階級の出生力の

寄与が正で、他の 階級の寄与が負となっている。

七ヶ宿町は 歳から 歳の 階級の出生力

の寄与が正で、他の 階級の寄与が負であり、女

川町は 歳の出生力の寄与が負だが、他の

階級の寄与が正となっている。

総じてみると、県内市町村の年齢階級別出生

率が相対的に高い地域 ②、④、⑤、⑥群、七ヶ

宿町、女川町 では、 歳及び 歳の正の

寄与が大きく、低い地域 ①、③群、大郷町 で

は 歳及び 歳の負の寄与が大きい傾向

がある。婚姻力が高い地域 ②、③、④群、女川

町 では、 歳及び 歳の正の寄与が大き

く、低い地域 ①群 では 歳から 歳の

階が負に寄与し、特に 歳の負の寄与が大き
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い。出生力が高い地域(③群、南三陸町、七ヶ宿

町、女川町 では、 歳や 歳の正の寄与

が大きく、低い地域 ①、②、④、⑤群 では

歳から 歳の 階級が負に寄与し、特に

歳及び 歳の負の寄与が大きい傾向がある。

また、全国の との地域差でみると、

宮城県との地域差に比べ の格差が 拡大す

ることから、全国を上回るのは 市町村 宮城県

との地域差比で 市町減 、下回るのは 市町と

なっている。要因別にみると、婚姻力要因では

正が 市町村 同 町減 、負が 市町、出生力要

因では正が 市町 同 市町減 、負が 市町村と

なっており、出生力要因の下押し寄与が大きい

ことが観察される。

３．分析方法と使用データ

（１）分析方法

先行研究では、地域の と経済社会指標の関

連性を推定するため重回帰分析が用いられてお

り、本稿でもこれを用いる。効果的な重回帰モ

デルを構築するためには説明変数の選択が重要

となる。重回帰分析において統計的に説明変数

の逐次選択を行う手法は幾つかあるが、ここで

は変数減少法を用いた。変数減少法は全ての説

明変数を取り入れた回帰式において、従属変数

との偏相関係数の絶対値が小さい説明変数から

順に取り除いていく手法である 宇根他 。

単独では従属変数との相関が低いが、他の説明

変数との関係から有意な関係が得られる説明変

数は、変数増減法や変数増加法では非有意な変

数として取り除かれる可能性が高いが、変数減

少法では抽出されやすい。つまり変数減少法は

他の手法に比べて抑制変数を見逃さない点で優

れていると考えられる。

（２）使用データ

従属変数は、都道府県、大都市及び宮城県内

市町村の の地域差の構成要素である婚姻力要

因と出生力要因とする。ここで従属変数を直接

的に あるいは の地域差としないのは、後

述するように、地域の 、婚姻力及び出生力と

それらに影響すると想定される経済社会指標 説

明変数 との関係は一様ではないためである。例

えば、単相関でみた場合、ある説明変数が婚姻

力には負で有意で、出生力には正で有意だが、

には負で非有意といった関係がみられる。こ

の場合、当該説明変数は を規定する要因とし

変数 基準年 出所

人口密度(可住地面積比) 総務省「国勢調査」

人口性比(20-34歳) 総務省「国勢調査」

大卒者比率(20-34歳男性・女性) 総務省「国勢調査」

非正規雇用者数比率(男性・女性) 総務省「国勢調査」

就業率(20-44歳男性・女性 総務省「国勢調査」

失業率(20-44歳男性・女性) 総務省「国勢調査」

第1次産業就業者比率(15歳以上) 総務省「国勢調査」

転入超過率(20-44歳男性・女性) 総務省「住民基本台帳人口移動報告」

課税対象所得(納税義務者数比) 総務省「市町村税課税状況等の調」

共働き世帯比率 総務省「国勢調査」

児童福祉費(0-17歳人口比) 総務省「市町村税課税状況等の調」

保育所利用率(0-5歳人口比) 厚生労働省「保育所等関連状況取りまとめ」

産婦人科医師数(20-44歳女性人口1万人比) 厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」

COVID-19感染率(人口10万人比) 厚生労働省「地域ごとの感染状況等の公表について」他

表5. 説明変数一覧

注)非正規雇用者数比率は、都道府県、大都市は20-44歳、宮城県内市町村は15歳以上。
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て抽出されない可能性がある。つまり、 の構

成要素に着目して分析しないと、 に影響する

要因を見逃してしまうことが危惧される。これ

は重要な論点と考えられるが、先行研究でこの

点に着目したものは多くはない。

説明変数は先行研究の知見を踏まえ、表 に示

した の変数を用いた。人口密度 可住地面積

比 と人口性比 歳 は地域の人口の集積度

と男女構成を表し、男女の大卒者比率 歳

は学歴を表す。非正規雇用者数比率 都道府県・

大都市は 歳、宮城県内市町村は 歳以上 、

就業率 歳 、失業率 歳 は男女の雇

用形態と雇用環境を表す。第 次産業就業者比率

歳以上 は地域の産業・世帯構造、転入超過

率 歳 は男女の移動状況、課税対象所得

納税義務者数比 は地域の所得水準を表す。共

働き世帯比率、児童福祉費 歳人口比 、保

育所利用率 歳人口比 、産婦人科医師数

歳女性人口 万人比 は子育て環境を表す。こ

こで人口密度は、都道府県においては婚姻力、

出生力と右下がりの逆Ｕ字の関係が観察される

ことから、当該変数の対数値と対数 乗値を用い

た。また、男女別の変数で用いた年齢階級につ

いては、人口性比と大卒者比率は初婚のピーク

の年齢階級である 歳とし、非正規雇用者数

比率 統計の制約がある宮城県内市町村を除く 、

就業率、失業率、転入超過率は 歳とした。

なお、基準年である 年は新型コロナウイル

ス の流行により、婚姻行動や出産行

動は少なからぬ影響を受けたと考えられるため、

そのコントロール変数として 感染率 人

口 万人比 を用いた。付表 に説明変数の簡易

統計量を示した。以下、説明変数の年齢階級の

表記は省略する。

表 は、 、婚姻力、出生力と説明変数の単

相関を示したものである。これをみると、例え

ば都道府県の女性失業率は、婚姻力は負で有意、

出生力は正で非有意、 は負で非有意、男性非

正規雇用者数比率は、婚姻力は負で有意、出生

力は正で有意、 は負で非有意となるなど、説

婚姻力 出生力 婚姻力 出生力 婚姻力 出生力

婚姻力

出生力

人口密度

人口性比 　 　 　

女性大卒者比率

女性非正規雇用者数比率

女性就業率

女性失業率

男性大卒者比率

男性非正規雇用者数比率

男性就業率

男性失業率

第1次産業就業者比率

女性転入超過率

男性転入超過率

課税対象所得

共働き世帯比率 　 　

児童福祉費 　 　

保育所利用率 　 　

産婦人科医師数 　　 　

COVID-19感染率

表6.TFR・婚姻力・出生力と説明変数の相関係数

都道府県 大都市 宮城県内市町村

注)網掛けは5％有意水準で有意なことを示す。
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明変数と 、婚姻力、出生力との関係は一様で

はない。本稿ではこれを踏まえ、従属変数を

ではなく、婚姻力と出生力とした。そして婚姻

力の説明変数については全変数から共働き世帯

比率、児童福祉費、保育所利用率、産婦人科医

師数を除いたもの、出生力は人口性比を除いた

ものを用いた。

また、推定モデルは、都道府県、大都市、宮

城県内市町村の婚姻力、出生力のそれぞれにつ

いて、大卒者比率、非正規雇用者数比率、就業

率、失業率、転入超過率については男女別にモ

デルに投入することとし、 のモデルを推定し

た。

４．分析結果

表 、 はそれぞれ婚姻力、出生力を従属変数

とした重回帰分析の結果である。重回帰分析は

変数減少法を適用し、説明変数は各々の従属変

数にかかる全ての変数を投入した。なお、

②については、これにより得られた結果が、多

重共線性が疑われたため、 が 未満となるよ

うに変数の一部を取り除き、再度解析を行った。

婚姻力の結果をみると、都道府県については、

人口密度 対数 が正で、人口密度 対数 乗 が負

で有意となった。また、人口性比と女性非正規

雇用者数比率が正で有意、女性大卒者比率と男

性大卒者比率、女性失業率と男性失業率が負で

有意となった。大都市は、人口密度 実数 、女

性大卒者比率、女性失業率、男性非正規雇用者

数比率が負で有意、人口性比、女性非正規雇用

者数比率が正で有意となった。宮城県内市町村

については、女性大卒者比率と男性大卒者比率、

女性就業率、女性失業率と男性失業率が負で有

意、人口性比、女性転入超過率、課税対象所得

が正で有意となった。

出生力の結果については、都道府県は、女性

非正規雇用者数比率、男性非正規雇用者数比率、

共働き世帯比率、保育所利用率、産婦人科医師

数、 感染率が正で有意となった。大都

市は、保育所利用率が正で有意となった。宮城

県内市町村については、第 次産業就業者比率、

課税対象所得が正で有意となった。

５．考察

（１） 、婚姻力、出生力の概況

宮城県の出生数の推移を概観したところ、出

生数は全国と同様に減少傾向を辿っており、

年以降全国を上回るペースで減少している

が、その主因は の低下にあることが示された。

宮城県の は、 年代初頭から一貫して全国

を下回る水準で推移し、 年以降に全国との

乖離幅が拡大したことを受けて、全国順位は

年以降 位 東京都に次いでワースト に低

落している。 年における の全国との地域

差を婚姻力要因と出生力要因に分解してみると、

宮城県は婚姻力の寄与は全国で 番目、出生力は

番目に低く、首都圏の 県 神奈川県、埼玉県、

千葉県 とともに婚姻力、出生力の寄与が負の群

に属することが示された。また、仙台市につい

ては、 年 は大都市中、京都市に次いで

番目に低い。地域差の要因別では、婚姻力は

番目、出生力は 番目に低く、札幌市とともに婚

姻力は正だが、出生力が負で婚姻力の寄与を上

回る地域であることが示された。

宮城県内市町村の 年 は、女川町や南

三陸町などで高い一方、丸森町や村田町で低く、

これらの地域差は都道府県間や大都市間の地域

差を上回ることが示された。 の地理的分布に

ついては、仙台市に隣接する地域や内陸北部、

女川町、南三陸町で高い傾向がみられる一方、

仙台市や県北、県南の一部で低い傾向が観察さ

れた。また、地域差の要因別では、婚姻力は仙

台市の隣接地域や県北で高く、仙台市や県南で

低い傾向がみられた。出生力は仙台市とその隣

接地域や女川町、南三陸町などで高く、県北、

県南の一部で低いことが観察された。
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人口密度(対数) ※※※ ※※※

人口密度(対数2乗) ※※※ ※※※

人口密度(実数) ※※※

人口性比 ※ ※ ※※※

女性大卒者比率 ※※※ ※※※ ※※

女性非正規雇用者数比率 ※ ※

女性就業率 ※※※

女性失業率 ※※※ ※※※ ※※

男性大卒者比率 ※※※ ※※

男性非正規雇用者数比率 ※※※

男性就業率

男性失業率 ※※※ ※※※

第1次産業就業者比率

女性転入超過率 ※※

男性転入超過率

課税対象所得 ※※

COVID-19感染率

定数項 ※※※ ※※※ ※※

　 　 　 　 　 　

F値 ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ ※※※ ※※※

注
※※※

P<0.01，
※※ ※

人口密度(対数)

人口密度(対数2乗)

人口密度(実数)

女性大卒者比率

女性非正規雇用者数比率 ※※※

女性就業率

女性失業率

男性大卒者比率

男性非正規雇用者数比率 ※※※

男性就業率

男性失業率

第1次産業就業者比率 ※※※ ※※※

女性転入超過率

男性転入超過率

課税対象所得 ※※※ ※※※

共働き世帯比率 ※※※

児童福祉費

保育所利用率 ※※ ※※ ※※

産婦人科医師数 ※※※ ※※

COVID-19感染率 ※※※

定数項 ※※※ ※※※ ※※ ※※ ※※※ ※※※

　 　 　 　 　 　

F値 ※※※ ※※※ ※※ ※※ ※※※ ※※※

都道府県 大都市 宮城県内市町村

model② model③

表7．重回帰分析(婚姻力)の結果

注
※※※

P<0.01，
※※ ※

model⑦ model⑧ model⑨ model⑩ model⑪ model⑫

model⑤ model⑥

表8．重回帰分析(出生力)の結果

都道府県 大都市 宮城県内市町村

model① model④
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（２）婚姻力、出生力と経済社会指標の関連

及び婚姻力、出生力とそれらに影響を与え

ると考えられる経済社会指標との単相関をみた

ところ、これらの関係は一様ではないことが示

めされた。そこで婚姻力と出生力に関連する経

済社会指標との関連を個別に重回帰分析により

推定した。

まず、婚姻力についてみると、都道府県では、

人口密度 対数 が正で、人口密度 対数 乗 が負

で有意となった。これは人口密度と婚姻力が右

下がりの逆Ｕ字の関係、つまり人口密度が高く

なると婚姻力も高まるが、その後人口密度が更

に高くなると婚姻力は低下することを示してい

る。換言すると、人口密度が低いときは限界効

果は正だが、人口密度が高まるにつれて限界効

果は小さくなり、やがて限界効果は負に変わる

ということである。具体的には、人口密度が低

い北海道や秋田県などと、逆に人口密度が高い

東京都や大阪府などでは婚姻力が低く、人口密

度が相対的に中程度の山口県や香川県などでは

婚姻力が高い傾向にある。人口密度が高まれば

集積の経済が作用し、生産性や所得の向上に繋

がる一方、居住コストや機会費用の上昇を招き

婚姻力を抑制する方向に作用すると考えられる。

なお、人口密度は都市化の程度を表す代表的な

指標であり、一般に は都市化の進んだ地域で

低いことが指摘されているが、出生力と人口密

度には有意な関係がみられないことから、都市

化の程度とより関連するのは婚姻力であること

が示唆される。

また、人口性比は正で有意となり、人口性比

が高い地域ほど、婚姻力は高いことが示された。

人口性比は女性人口に対する男性人口の割合で

あり、結婚市場における需給バランスあるいは

交渉力 北村・宮崎 を表す指標と捉えられ

る。人口性比が高ければ、即ち男性人口が女性

人口より多ければ、女性に対する需要あるいは

女性の交渉力が高まり婚姻力は高くなると考え

られる。

一方、女性及び男性の大卒者比率は負で有意

となり、大卒者比率が高い地域ほど、婚姻力は

低いことが示された。これは大卒という学歴に

よるキャリア志向や機会費用の上昇が婚姻力を

抑制する方向に働くことによるものと考えられ

る。また、学歴と婚姻力との関連については、

赤川 が指摘する女性の 学歴 ハイパガミ

ー 女性上昇婚 志向にも着目する必要がある。

これは女性が自分よりも経済的・社会的に有利

な地位 学歴 をもつと期待される男性との結婚

を求める傾向を有することである。これによる

と、女性の高学歴化 大卒者比率の上昇 が進め

ば、高学歴を有する女性は結婚相手をみつけ難

くなり、婚姻力の低下を招くことに繋がること

になる。

また、女性非正規雇用者数比率が正で有意と

なったが、これは女性ついては、結婚や出産の

結果、無業や非典型雇用 非正規雇用 に変わる

という行動をとることが少なくなく、正社員よ

り非典型雇用者の方が有配偶率は高い 労働政策

研究・研修機構 ことと関係していると考え

られる。従って、女性非正規雇用者数比率が高

い地域ほど、婚姻力が高いという因果関係より

は、婚姻力が高い地域では女性非正規雇用者数

比率が高い傾向が観察されると解釈することが

妥当と考えられる。一方、女性失業率と男性失

業率が負で有意となり、失業率が高い地域ほど、

婚姻力は低いことが示された。雇用情勢の悪化

が婚姻力の下押し要因として作用すると考えら

れる。

大都市の婚姻力では、人口密度 実数 が負で

有意となり、人口密度が高いほど、婚姻力は低

いことが示された。ここでは都道府県で観察さ

れた人口密度と婚姻力の逆Ｕ字の関係はみられ

ず、一定の人口集積度を有する大都市間では、

都市化の進行度が婚姻力を規定する要因として

作用するものと考えられる。また、人口性比と

女性非正規雇用者数比率が正で有意、女性大卒

者比率と女性失業率が負で有意となり、都道府

県と同じ結果となった。一方、男性非正規雇用
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者数比率が負で有意となり、男性非正規雇用者

数比率が高いほど、婚姻力が低いことが示され

た。労働政策研究・研修機構 は、男性の

有配偶率は非典型雇用者や無業の求職者、年収

の低い者で低い傾向にあり、正社員や年収の高

い者との差が拡大しているとしており、このよ

うな男性における雇用形態の不安定性や低収入

が婚姻力の下押し要因となっていると考えられ

る。

宮城県内市町村の婚姻力では、人口性比が正

で有意、女性及び男性の大卒者比率、女性及び

男性の失業率が負で有意となり、都道府県や大

都市と同じ結果が得られた。従って、女性人口

より男性人口が多いほど、婚姻力は高く、女性

及び男性の大卒者比率、失業率が高いほど、婚

姻力は低いことが示された。県内市町村で人口

性比が高いのは女川町、南三陸町、柴田町など

であり、これらの地域では婚姻力が高く、結婚

市場における需給バランスや交渉力要因が婚姻

力を高めていると考えられる。なお、女川町や

南三陸町で人口性比が高い要因としては、人口

性比が極めて高い第 次産業の就業者比率が高い

ことや女性の転入超過率が低い 転出率が高い

ことが挙げられる。大卒者比率は女性、男性と

も最も高いのは仙台市であり、仙台市の婚姻力

は低い。学歴によるキャリア志向や機会費用の

上昇あるいは女性の学歴ハイパガミー志向が婚

姻力の抑制要因として働いていると考えられる。

失業率は女性、男性とも松島町や七ヶ浜町、村

田町で高く、これらの地域では婚姻力が低い。

一方、失業率が低いのは女性では岩沼市や色麻

町、川崎町、七ヶ宿町、男性では大和町、大衡

村、女川町であり、特に男性において失業率が

低い地域で婚姻力が高い傾向がみられる。地域

の雇用情勢の良し悪しが婚姻力に影響している

と考えられる。

一方、都道府県や大都市では有意とならなか

った女性就業率が負で有意、女性転入超過率、

課税対象所得が正で有意となった。女性就業率

については、家族構成員の多くが就業する第 次

産業が盛んな地域ほど高くなる傾向が指摘され

ている 加藤 。県内市町村で女性就業率

が高いのは、仙台市とその隣接地域を除いた県

北、県南地域であり、これらの地域では第 次産

業就業者比率が高い。しかし、婚姻力について

は県北地域では高いが、県南では低く、これら

の関係は明確ではない。一方、女性就業率は、

結婚・出産に伴い退職すると低下することから、

この場合は婚姻力との関係は負となる。女性就

業率が低い地域は、仙台市とその隣接地域であ

り、これらの地域は仙台市を除くと婚姻力は高

い傾向にある。このように女性就業率について

は婚姻力との因果関係を特定し難いが、ここで

は婚姻力の高い地域で女性就業率が低い地域が

観察されると解釈する。

転入超過率は若者世代の人口移動状況を表す

が、人口移動の主な要因は進学や就職、結婚で

ある。地域への転入者が多いということは、若

者に魅力的な大学や企業が立地し出会いの機会

が多いということ、あるいは結婚時に定住条件

の良い地域や就業先の企業がある地域へ転居す

るものが多いことを示唆する。この場合、転入

超過率は婚姻力に正に作用すると考えられるが、

一方で転入超過率は都市部で高く、これを都市

化の代理変数と捉えると、婚姻力には負に作用

することになる。県内市町村で女性転入超過率

が高いのは、名取市、大郷町、仙台市、多賀城

市であり、これらは仙台市を除くと婚姻力は総

じて高い。逆に、低いのは南三陸町、丸森町、

涌谷町、白石市であり、南三陸町を除くと婚姻

力は低い。このように県内市町村では、転入超

過率が高い地域ほど、婚姻力は総じて高いとい

える。

課税対象所得は地域の所得水準を表す。ここ

では婚姻や出産の主な世代 歳 の所得統計

が得られないことから、これを代替するものと

して用いている。所得が増えると機会費用が増

加するほか、経済的な安定を図るための結婚の

必要性が低下する。一方、結婚し経済的安定を

図るためには一定以上の所得は必要となる。従
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って、所得は婚姻力に対し、転入超過率と同様

に負にも正にも作用する。県内市町村で課税対

象所得が高いのは、仙台市、富谷市、女川町、

名取市であり、仙台市を除くと婚姻力は総じて

高い。ここで仙台市のベッドタウンとしての性

格が強い富谷市や名取市では、結婚や出産、子

どもの就学などを契機とした高所得者の転入が

所得と婚姻力の引上げに寄与していると推察さ

れる。一方、低いのは、七ヶ宿町、川崎町、涌

谷町、丸森町であり、これらの婚姻力は低い。

これらから県内市町村では課税対象所得が高い

地域ほど、婚姻力が総じて高い関係にあると考

えられる。

次に、出生力についてみると、都道府県では、

女性及び男性の非正規雇用者数比率が正で有意

となった。女性については、婚姻力の場合と同

様に出産を機に非正規雇用に変わるという行動

をとることが少なくない。一方、非正規雇用者

は男女とも正規雇用者に比べ所得水準が低いが、

これは高所得者に比べ相対的に子どもを持つこ

との機会費用が小さいこと、子どもの数より子

ども 人当たりの養育費や教育費を増やそうとす

る志向が弱いことを示唆する。このような見方

は、赤川 が社会の下級にあっては、そも

そも生活標準 生活期待水準 が低いため、出生

制限は起きないとする考えと通底する。このよ

うに双方の因果関係が考えられることから、こ

こでは出生力が高い地域では、非正規雇用者数

比率が高い傾向がみられると解釈する。

また、共働き世帯比率が正で有意となったが、

これは子どもの養育費等を賄うため、共働きに

より所得の上積みと安定化を図る傾向があるこ

とを示唆する。ここでは共働き世帯が多いこと

が出生力を高めるのか、あるいは子どもの数が

多いため共働きをせざるを得ないのか、因果関

係は自明ではない。従って、出生力が高い地域

では、共働き世帯比率が高い傾向が観察される

と解釈する。

保育所利用率及び産婦人科医師数が正で有意

となり、出産や育児の子育て基盤の充実度が出

生力と関連することが示された。もっともこれ

らはクロスセクションデータによる分析結果で

あり、保育所利用率が高いほど、産婦人科医師

数が多いほど、出生力は高いとは言い切れない。

逆に、出生力が高く子どもの数が多いため、保

育所の設置・利用や産婦人科医の立地が多く、

これらの子育て基盤が充実しているとも考えら

れる。従って、出生力が高い地域では、これら

の子育て基盤の充実度が高い地域がみられると

するのが妥当である。なお、 感染率が

正で有意となったが、 感染率は都市部

で高い傾向がみられたが、そのコントロール変

数として作用したものと考えられる。

大都市の出生力では、保育所利用率のみが正

で有意なり、子育て基盤の充実度との関連性が

示された。

宮城県内市町村の出生力では、第 次産業就業

者比率が正で有意となり、第 次産業就業者比率

が高いほど、出生力が高いことが示された。県

内市町村で第 次産業就業者比率が高いのは、南

三陸町、七ヶ宿町、色麻町などであり、これら

の地域では 世代世帯比率も高く、子育ての援助

が期待できる家族との同居が出生意欲を高めて

いることが示唆される。ここでの第 次産業就業

者比率は地域の産業構造というよりも、産業に

特有の子育て援助が可能となるような就労や世

帯形態の違いを表していると考えられる。

また、課税対象所得も正で有意となったが、

所得が増えると子どもをもつことの機会費用が

増加する一方、子育てのためには一定以上の所

得が必要となる。従って、所得は婚姻力と同様

に出生力に対しても、負にも正にも作用する。

もっとも課税対象所得と出生力の単相関は正で

非有意 相関係数 であり、直接的な関連性

はみられない。しかし、第 次産業就業者比率を

加えた偏相関は正で有意 偏相関係数 とな

る。つまり、課税対象所得は第 次産業就業者比

率をコントロールすることにより得られた抑制

変数であることが示唆される。これらから県内

市町村では、第 次産業就業者比率が高いほど、
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課税対象所得が高いほど、出生力は高いと考え

られる。ここで留意すべきは課税対象所得と第

次産業就業者比率が負で有意 相関係数

な関係にあることである。つまり県内市町村の

出生力は、課税対象所得と第 次産業就業者比率

の強弱のバランスにより形成されている側面が

あると考えられる。

（３）政策的含意

ここでは以上の分析を踏まえ、宮城県、仙台

市、県内市町村の婚姻力、出生力を引き上げる

ための政策的含意について若干の考察を行う。

それらの引き上げのためには、それぞれの地域

の強みを活かすあるいは創造する方策と弱みを

改善する方策が考えられるが、ここでは主に後

婚姻力 人口密度 人口性比 女性大卒

者比率

女性非正

規雇用者

数比率

女性失業

率

男性大卒

者比率

男性失業

率

標準化係数

model① ※ 　 　 　

model② ※
宮城県

奈良県

埼玉県

千葉県

神奈川県

兵庫県

出生力 女性非正

規雇用者

数比率

男性非正

規雇用者

数比率

共働き世

帯比率

保育所利

用率

産婦人科

医師数 感染率

標準化係数

model⑦

model⑧

宮城県

栃木県

北海道

岩手県

埼玉県

千葉県

愛知県

婚姻力 人口密度 人口性比 女性大卒

者比率

女性非正

規雇用者

数比率

女性失業

率

男性非正

規雇用者

数比率

出生力 保育所利

用率

標準化係数

model③

model④

model⑨⑩

仙台市

神戸市

相模原市

千葉市

新潟市

静岡市

名古屋市

札幌市

※ 対数3.977 対数2乗-3.694  ※  対数4.681 対数2乗-4.436

(標準化係数が正は降順、負は昇順)

表9. 宮城県、仙台市の婚姻力・出生力と説明変数の順位
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者の立場から考察する。

表 は、宮城県及び仙台市の婚姻力、出生力と

それらに関連する説明変数の都道府県間、大都

市間の順位を示したものである。なお、ここに

は 歳階級別の婚姻力、出生力のクラスター分析

において、宮城県、仙台市と同じ群に分類され

た地域も加えている。宮城県と仙台市の婚姻力、

出生力はともに低位にあるが、ここからまず指

摘されることは、両者とも婚姻力、出生力の引

き上げに寄与する経済社会的要因に乏しいこと

である。また、説明変数の順位と標準化偏回帰

係数の大きさ、クラスター内の位置づけから、

特に下押しの影響が大きいと推察される変数を

抜き出すと、宮城県の婚姻力 位 では女性失

業率 位 と男性失業率 位 、出生力 位

では保育所利用率 位 、仙台市の婚姻力

位 では男性非正規雇用者数比率 位 と女性失

業率 位 、出生力 位 では保育所利用率

位 が抽出される。婚姻力、出生力を引き上げる

ためには、一義的にはこれらに対処することが

政策的含意として想定される。失業率の改善及

び男性非正規雇用者数比率の引き下げは、雇用

と所得の安定化をもたらし、婚姻力の向上に寄

与すると考えられる。一方、保育所利用率は出

生力との因果関係が明確ではなく、保育所を整

備するなどして利用を促す施策を実施しても、

それに見合った需要があるとは限らない。従っ

て、保育所利用率の引き上げは需要見込みが明

らかな場合に限られる。政策対応は需要予測の

如何によって判断される。

なお、大卒者比率は宮城県、仙台市とも相対

的に中位にありここでは抽出されなかったが、

標準化偏回帰係数からみた影響度は大きい。大

学進学率は上昇傾向を続けており、人材の高度

化を通して生産性の向上や国際競争力の強化を

図る観点からも政策的な後押しがなされている。

また、女性の大学進学率の上昇は、男女間の雇

用機会均等などの格差是正や女性活躍推進、地

方創生といった政策と関連しながら併行して進

んでいる。一方、大卒者の比率、特に女性にお

ける比率が高まることは、婚姻力をかなりの程

度押し下げることになる。とはいえ、婚姻力を

維持するため大卒者比率 ＝大学進学率 の上昇

を抑制する政策をとるというのは現実的ではな

い。つまり、婚姻力や出生力は様々な要因が複

合的に絡み合いながら形成されているため、既

存の政策と相反する部分があるということであ

り、この点は政策的含意を考える際に重要とな

る。従って、既存の政策が婚姻力や出生力に与

える影響を認識したうえで、それらの向上を図

るための政策を立案することが求められる。

以上から、宮城県、仙台市では、婚姻力の向

上に向けた失業率の改善や男性非正規雇用者数

比率の引き下げといった雇用の安定化策、出生

力については、需要を踏まえた保育所利用率の

引き上げにより子育て基盤の拡充を図ることが

有効で取り得る施策と考えられる。

表 は、同様に宮城県内市町村における順位

を示したものである。県内市町村においても、

各地域における婚姻力、出生力とそれらに関連

する変数の順位や影響度を分析し、それぞれの

地域差の要因を踏まえた政策を個々に考察する

必要がある。ここでは婚姻力、出生力のそれぞ

れについて県内で上位と下位に属する主な市町

村を取り上げる。婚姻力をみると、大衡村 位

では人口性比 位 が高く、女性就業率 位 や

男性失業率 位 が低いこと、女川町 位 では

人口性比 位 と課税対象所得 位 が高く、女

性大卒者比率 位 と男性失業率 位 が低いこ

とが婚姻力の引き上げに寄与している。一方、

丸森町 位 では男性大卒者比率 位 が低いも

のの、女性転入超過率 位 と課税対象所得

位 が低位なこと、松島町 位 では婚姻力を押

し上げる要因に乏しいことに加え、男性失業率

位 と女性失業率 位 が高いことが婚姻力

の下押し要因となっている。丸森町では女性の

転出の抑制策や所得の向上策、松島町では雇用

の安定化策が政策的含意となる。概して、婚姻

力の低い地域では、女性の転出率や失業率が高

く、所得が低い傾向がみられることから、女性
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の転出抑制策や雇用の安定化と所得の向上策が

有効と考えられる。

出生力をみると、女川町 位 では課税対象所

得 位 、南三陸町 位 では第 次産業就業者比

率 位 がそれぞれ高いことが出生力を押し上げ

る要因となっている。一方、大郷町 位 では

課税対象所得 位 の低さが出生力を下押しし

ている。美里町 位 では第 次産業就業者比率

位 、課税対象所得 位 とも中位に位置し

ており、出生力の押上力が弱いことに加え、推

定の残差が大きいことからこれら以外の要因が

影響していると考えられる。大郷町では所得の

向上策が求められる。なお、県内市町村では、

所得が高くはないが、第 次産業就業者比率が高

く、出生力が比較的高い地域がみられる 登米市、

蔵王町、七ヶ宿町等 。このような状況は、第

次産業の就業者比率が低下傾向を続けるなかに

あっても、第 次産業には 世代同居に象徴され

るインフォーマルな子育て支援力が保持されて

いることを示唆するものとして注目される。県

内市町村の出生力の引き上げには、所得の向上

策や第 次産業が有するインフォーマルな子育て

婚姻力 人口性比 女性大卒

者比率

女性就業

率

女性失業

率

男性大卒

者比率

男性失業

率

女性転入

超過率

課税対象

所得

出生力 第1次産

業就業者

比率

課税対象

所得

標準化係数

model⑤

model⑥

model⑪⑫

仙台市

石巻市

塩竈市

気仙沼市

白石市

名取市

角田市

多賀城市

岩沼市

登米市

栗原市

東松島市

大崎市

富谷市

蔵王町

七ヶ宿町

大河原町

村田町

柴田町

川崎町

丸森町

亘理町

山元町

松島町

七ヶ浜町

利府町

大和町

大郷町

大衡村

色麻町

加美町

涌谷町

美里町

女川町

南三陸町

(標準化係数が正は降順、負は昇順)表1 . 宮城県内市町村の婚姻力・出生力と説明変数の順位
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支援力を活かすことが求められる。

本稿では、計量分析により、婚姻力及び出生

力と経済社会指標との関連を考察したが、推定

したモデルには残差があり、使用した変数では

説明しきれない他の要因が婚姻力と出生力に影

響を与えている部分がある。これは他の経済社

会指標に加え、計量化が困難な社会的要因の存

在が考えられる。益田 は、九州地方の出

生率が高い要因として、家族規範の地域性や楽

観的な心的態度といった意識要因の存在を指摘

している。また、山内他 は、沖縄県の

が本土よりも高い要因として、沖縄県に特有の

文脈効果の影響を挙げている。具体的には、多

くの子どもを持つことを望ましいとする価値観、

結婚前に子どもを授かることへの寛容さ、家系

継承が父系の嫡出子に限定されるという家族形

成規範の つの家族観が影響を与えているとして

いる。程度の差はあれ、いずれの地域にも婚姻

と出生を取り巻くこのような地域特性が存在す

ると推察されるが、 婚姻力、出生力 の違い

には、こうした地域の社会的・定性的要因も作

用していると考えられる。

最後に、政府が進めようとしている「次元の

異なる少子化対策 こども未来戦略会議 」

について付言する。ここでは主な施策として、

児童手当や保育サービスの拡充、育児休業給付

の引き上げなどを講じるとしている。これらは

直接的な子育て費用の負担軽減を意図した経済

的支援策が主体となっており、これまでの少子

化対策の延長線に過ぎない。経済面での論点は

女性の出産に伴う機会費用の問題である。出産

の機会費用については、国民生活白書 が

指摘しているように、大卒女性が出産退職しパ

ートで復職した場合で 億円超に達し逸失率は

％に及ぶ。これらの施策では逸失所得の補填

には遠く及ばず、これらが結婚や出生行動に与

える効果はこれまでと同様に限定的なものとな

る。ここで示されている少子化対策は、少子化

対策というよりも基本的な子ども向けの社会福

祉政策であり、元来粛々と行うべきものである。

少子化の要因については様々な議論がなされ

ているが、その根底には若者世代が結婚、出産、

子育てに前向きになれない経済社会の閉塞感が

あると推察する。その最たるものが失われた

年にわたり横たわる経済と雇用の不安定化であ

り、これが払拭されないと前向きな将来展望は

描き難い。現行の法律婚を重視した法制度と特

定分野の人手不足を賄うための移民制度が変わ

らないとすると、安定的な経済成長とＬ字カー

ブの解消を伴った機会費用の負荷の小さい雇用

環境などを実現することが、少子化を抑制する

ための有効な対策になると考えられる。

また、現在自治体で行われている少子化対策

についても再考する必要がある。内閣府委託事

業である における自治体アンケート

調査の結果をみると、自治体が実施した少子化

対策で既に効果が現れているとした回答割合は、

「出生数の増加」が都道府県でゼロ、市区町村

で ％、「婚姻数の増加」が都道府県でゼロ、

市区町村で ％となっており、少子化対策の効

果を実感している自治体は極めて少ない。また、

北村・宮崎 は、過疎市町村における結婚

促進策の効果を分析し、結婚祝い金は男性の一

部の年齢階級の結婚意欲を高めるものの、女性

の結婚に及ぼす効果は認められないとしている。

つまり、自治体の既存の少子化対策の効果は極

めて限定的なものとなっている。ここでも目先

の対処療法ではなく、地域の若者の前向きな将

来展望に繋がるような安定した経済・雇用環境

を実現し、それを持続していくことが求められ

る。

むすび

本稿では、計量分析を用いて、宮城県内市町

村の 年 の地域差と経済社会指標の関連

性について考察した。また、併せて都道府県間

宮城県 、大都市間 仙台市 についても同様の

考察を行った。地域差は を婚姻力要因と出生

力要因に分解して分析した。
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宮城県の は東京都に次いで全国で 番目に

低い。要因別では、婚姻力は全国で 番目、出生

力は 番目に低く、首都圏の 県 神奈川県、埼玉

県、千葉県 とともに婚姻力、出生力が負の群に

属することが示された。仙台市の は京都市に

次いで大都市中 番目に低い。要因別では、婚姻

力は 番目、出生力は 番目に低く、札幌市とと

もに婚姻力は正だが、出生力が負で婚姻力の寄

与を上回る地域であることが示された。

宮城県内市町村の は、仙台市に隣接する地

域や内陸北部、女川町、南三陸町で高い傾向が

みられる一方、仙台市や県北、県南の一部で低

い傾向が観察された。要因別では、婚姻力は仙

台市の隣接地域や県北で高く、仙台市や県南で

低い傾向がみられた。出生力は仙台市とその隣

接地域や女川町、南三陸町などで高く、県北、

県南の一部で低いことが観察された。

婚姻力と出生力を従属変数とし経済社会指標

との関連を重回帰分析により推定した。その結

果、都道府県の婚姻力は、人口密度が逆Ｕ字の

関係、人口性比と女性非正規雇用者数比率が正

の関係を認め、女性及び男性の大卒者比率、女

性及び男性の失業率が負の関係がみられた。大

都市の婚姻力は、人口密度、女性大卒者比率、

女性失業率、男性非正規雇用者数比率が負の関

係を認め、人口性比、女性非正規雇用者数比率

が正の関係がみられた。宮城県内市町村の婚姻

力は、女性及び男性の大卒者比率、女性就業率、

女性及び男性の失業率が負の関係を認め、人口

性比、女性転入超過率、課税対象所得が正の関

係が認められた。ここで人口性比、女性及び男

性の大卒者比率と失業率は都道府県、大都市と

同じ結果となり、女性就業率、女性転入超過率、

課税対象所得は県内市町村でのみ抽出された。

一方、都道府県の出生力は、女性及び男性の

非正規雇用者数比率、共働き世帯比率、保育所

利用率、産婦人科医師数、 感染率が正

の関係がみられた。大都市の出生力は、保育所

利用率が正の関係がみられた。宮城県内市町村

の出生力については、第 次産業就業者比率、課

税対象所得が正の関係が認められた。これらは

県内市町村でのみ抽出された。

これらの分析結果を考察した結果、宮城県内

市町村の婚姻力については、人口性比、女性転

入超過率、課税対象所得が高いほど、婚姻力は

高く、女性及び男性の大卒者比率、失業率が高

いほど、婚姻力は低いことが示唆された。また、

出生力は、第 次産業就業者比率、課税対象所得

が高いほど、出生力は高いことが示唆された。

そして次のような政策的含意が得られた。県

内市町村において の改善策を考える際は、各

地域の婚姻力、出生力に関連する経済社会指標

の影響度を分析し、それぞれの地域差の要因を

踏まえた政策を個々に考察することが基本とな

る。概していえば、婚姻力の引き上げでは、女

性の転出抑制策や雇用の安定化と所得の向上策、

出生力では、所得の向上策や第 次産業が有する

インフォーマルな子育て支援力を活かすことが

求められる。宮城県、仙台市では婚姻力、出生

力を引き上げる経済社会的要因が乏しく、特に

下押しの影響が強い要因の改善に取り組むこと

が求められる。具体的には、婚姻力では失業率

の改善や男性非正規雇用者数比率の引き下げと

いった雇用の安定化策、出生力では需要を踏ま

えた保育所利用率の引き上げにより子育て基盤

の拡充を図ることが有効と考えられる。

本稿では、クロスセクションデータを用いた

分析を行ったが、時系列データを併せたパネル

分析の余地があり、今後の研究課題としたい。



24

－ －

参考文献

英礁子他 「三重県における合計特殊出生

率の地域格差に関連する社会的要因につい

て」『東海公衆衛生雑誌』第 巻第 号

加藤久和 「市区町村別にみた出生率格差

とその要因に関する分析」『フィナンシャ

ル・レビュー』第 号

薄井晴 「日本国内における出生率の地域

差とその規定要因－国勢調査市区町村統計表

および都市雇用圏による分析－」 年度日

本地理学会春季学術大会資料

静岡県 『ふじのくに少子化突破戦略の羅

針盤』

静岡県 『ふじのくに少子化突破戦略の新

羅針盤』

岡山県 『合計特殊出生率「見える化」分

析』

広島県 『広島県版 合計特殊出生率「見

える化」分析』

厚海洋幸 「合計特殊出生率の地域差の要

因分析」『年報 公共政策学』

田辺和俊・鈴木孝弘 「出生率の都道府県

格差の分析」『厚生の指標』第 巻第

号

宇根尚秀・鈴木知道・飯塚悦功 「重回帰

分析における変数選択に関する一考察」『応

用統計学』第 巻 号

北村行信・宮崎毅 「結婚の地域格差と結

婚促進策」『日本経済研究』

赤川学 『これが答えだ！少子化問題』ち

くま新書

独立行政法人労働政策研究・研修機構

「若年者の就業状況・キャリア・職業能力開

発の現状 ③－平成 年版「就業構造基本調

査」より－」 資料シリーズ

益田仁 「なぜ九州は出生率が高いのか

－九州の出生・育児に関する予備的考察－」

『中村学園大学発達支援センター研究紀要』

第 号

山内昌和他 「沖縄県の合計出生率はなぜ

本土よりも高いのか」『地理学評論』

こども未来戦略会議 「『こども未来戦略

方針』案－次元の異なる少子化対策の実現の

ための『こども未来戦略』の策定に向けて

－」

三菱 リサーチ＆コンサルティン

グ 「地方自治体における少子化対策の

取組状況に関する調査報告書」令和元年度内

閣府委託事業

加藤久和 『 で計量経済分析』日本評

論社



25

－ －

付
表

1
.
 
都

道
府

県
に

お
け

る
T
F
R
地

域
差

の
要

因
分

解
(
全

国
比

：
2
0
2
0
年

)

地
域

差

婚
姻

力
要

因
の

寄
与

出
生

力
要

因
の

寄
与

1
5
～

1
9

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
4

4
5
～

4
9

1
5
～

1
9

2
0
～

2
4

2
5
～

2
9

3
0
～

3
4

3
5
～

3
9

4
0
～

4
4

4
5
～

4
9

全
　

国

北
海

道

青
森

県

岩
手

県

宮
城

県

秋
田

県

山
形

県

福
島

県

茨
城

県

栃
木

県

群
馬

県

埼
玉

県

千
葉

県

東
京

都

神
奈

川
県

新
潟

県

富
山

県

石
川

県

福
井

県

山
梨

県

長
野

県

岐
阜

県

静
岡

県

愛
知

県

三
重

県

滋
賀

県

京
都

府

大
阪

府

兵
庫

県

奈
良

県

和
歌

山
県

鳥
取

県

島
根

県

岡
山

県

広
島

県

山
口

県

徳
島

県

香
川

県

愛
媛

県

高
知

県

福
岡

県

佐
賀

県

長
崎

県

熊
本

県

大
分

県

宮
崎

県

鹿
児

島
県

沖
縄

県



26

－ －

付付図図 都都道道府府県県ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別出出生生率率のの地地域域差差

付付図図 都都道道府府県県ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別婚婚姻姻力力のの地地域域差差

付付図図 都都道道府府県県ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別出出生生力力のの地地域域差差
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付付図図 大大都都市市ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別出出生生率率のの地地域域差差

付付図図 大大都都市市ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別婚婚姻姻力力のの地地域域差差

付付図図 大大都都市市ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別出出生生力力のの地地域域差差
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①①

②②

④④③③

⑥⑥

⑤⑤

①①

②②

③③

④④

⑤⑤①① ②②

③③

④④

付付図図 宮宮城城県県内内市市町町村村ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別出出生生率率のの地地域域差差

付付図図 宮宮城城県県内内市市町町村村ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別婚婚姻姻力力のの地地域域差差

付付図図 宮宮城城県県内内市市町町村村ににおおけけるる女女性性のの 歳歳階階級級別別出出生生力力のの地地域域差差
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付表4. 説明変数の簡易統計量

　

最小値 最大値 平均値 中央値 標準偏差 標準誤差 観測数

人口密度(可住地面積比・対数)

人口性比(20-34歳)

女性大卒者比率(20-34歳)

女性非正規雇用者数比率(20-44歳)

女性就業率(20-44歳)

女性失業率(20-44歳)

男性大卒者比率(20-34歳)

男性非正規雇用者数比率(20-44歳)

男性就業率(20-44歳)

男性失業率(20-44歳)

第1次産業就業者比率(15歳以上)

女性転入超過率(20-44歳)

男性転入超過率(20-44歳)

課税対象所得(納税義務者数比)

共働き世帯比率

児童福祉費(0-17歳人口比)

保育所利用率(0-5歳人口比)

産婦人科医師数(20-44歳女性人口1万人

COVID-19感染率(人口10万人比)

最小値 最大値 平均値 中央値 標準偏差 標準誤差 観測数

人口密度(可住地面積比)

人口性比20-34歳

女性大卒者比率(20-34歳)

女性非正規雇用者数比率(20-44歳)

女性就業率(20-44歳)

女性失業率(20-444歳)

男性大卒者比率(20-34歳)

男性非正規雇用者数比率(20-44歳)

男性就業率(20-44歳)

男性失業率(20-44歳)

第1次産業就業者比率(15歳以上男女)

女性転入超過率(20-44歳)

男性転入超過率(20-44歳)

課税対象所得(納税義務者数比)

共働き世帯比率

児童福祉費(0-17歳人口比)

保育所利用率(0-5歳人口比)

産婦人科医師数(20-44歳女性人口1万人

COVID-19感染率(人口10万人比)

最小値 最大値 平均値 中央値 標準偏差 標準誤差 観測数

人口密度(可住地面積比)

人口性比20-34歳

女性大卒者比率(20-34歳)

女性非正規雇用者数比率(15歳以上)

女性就業率(20-44歳)

女性失業率(20-44歳)

男性大卒者比率(20-34歳)

男性非正規雇用者数比率(15歳以上)

男性就業率(20-44歳)

男性失業率(20-44歳)

第1次産業就業者比率(15歳以上)

女性転入超過率(20-44歳)

男性転入超過率(20-44歳)

課税対象所得(納税義務者数比)

共働き世帯比率

児童福祉費(0-17歳人口比)

保育所利用率(0-5歳人口比)

産婦人科医師数(20-44歳女性人口1万人

COVID-19感染率(人口10万人比)

都道府県

大都市

宮城県内市町村
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